
男性 女性

青森県 長野県 沖縄県 北海道 青森県 長野県 沖縄県 北海道

全死因 ４７ １ ３１ ３５ ４７ １ ２１ ４０

悪性新生物 ４７ １ ６ ４４ ４７ ２ ２６ ４６

心疾患 ４２ １３ １５ ２３ ３２ ３ １１ ２７

脳血管疾患 ４７ ３２ ２６ １３ ４５ ３０ ３ ２５

肺炎 ４７ １ ８ ２５ ４４ １ １３ ２０

不慮の事故 ４１ １８ １７ １５ ３６ ８ ４ １３

自殺 ３７ ３３ ４５ ３０ ８ ２６ ２２ ３８

腎不全 ４７ ５ １５ ４６ ４５ ４ ２６ ４６

肝疾患 ４０ ３４ ４７ ２１ ３５ ５ ４７ ３２

⻘森・⻑野・沖縄県の年齢調整死亡率ランキング
（⼈⼝10万⼈当たり、平成27年、低い⽅からの順位）
厚⽣労働省︓平成27年都道府県別年齢調整死亡率より
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Step（第二歩）
正しい方法・
高い精度で

科学的根拠に基づくがん検診推進事業費（新規）

健康福祉部 がん・生活習慣病対策課

現状と課題 事業内容 事業効果

２ 体制整備に係る提言

１｢科学的根拠に基づくがん検診推進委員会｣
（仮称）の設置

本県におけるがん検診の要綱（国の指針を踏まえ、
本県の実情に即したルールを重点化）の作成と浸透を
図るための取組を行う。

委員会での検討内容をもとに要綱に基づく対策、
体制整備の必要性について県に提言をいただく。

医療機関・集団検診機関・市町村等の

科学的根拠に基づくがん検診の推進

◆青森県の５大がんの年齢調整死亡率は全国順
位の下位に位置している。（R1年男女計）

胃 大腸 肺 子宮 乳

75歳未満
年齢調整
死亡率

9.3
(44位)

12.9
(47位)

16.1
(46位)

5.8
(37位)

15.0
(47位)

◆一方で、青森県のがん検診受診率は全国と比
べても低い訳ではない。（H30年）

胃 大腸 肺 子宮頸 乳

受診率
15.9%
(３位)

13.1%
(３位)

10.3%
(９位)

18.2%
(14位)

20.0%
(16位)

（出典：H30年度地域保健・健康増進事業）

（出典：国立がん研究センター「がん登録・統計」）

＜市町村がん検診の指針(※)の遵守状況（R2年度）＞

胃 大腸 肺 子宮頚 乳

集団検診
34/38
(89.5%)

33/39
(84.6%)

31/39
(79.5%)

14/39
(35.9%)

17/39
(43.6%)

個別検診
18/22
(81.8%)

24/28
(85.7%)

10/17
(58.8%)

14/37
(37.8%)

14/30
(46.7%)

本県のがん死亡率の減少のためには、科学
的根拠に基づいたがん検診の重要性をがん検
診の関係者全てが理解し、実践していくこと
が必要

◆市町村におけるがん検診指針の
遵守状況の改善

・大学では、医師会や市町村関係者等をメンバー
とする「科学的根拠に基づくがん検診推進委員
会（以下「委員会」と言う。）」を立ち上げ、
当事者主体でルール作りを進める。

・マンパワー不足等により要綱の遵守が困難な場
合、サポートする仕組み等についても検討する。

がん検診の

ホップ・ステップ・ジャンプ
の実現

Hop（第一歩） 有効な検診を

Jump（第三歩） 多くの人が受診

死亡率の低減効果が科学的に証
明されているがん検診を実施す
る。

科学的根拠に基づくがん検診の
向上により品質が保証されたが
ん検診を提供する。

電話や手紙による受診勧奨・再
勧奨（コール・リコール）で受
診率を向上させる。

がんの75歳未満年齢調整死亡率
の減少

働き盛り世代における
死亡を回避！

81.3
（R4）

目標値

93.3
（H28）

※ 厚生労働省が効果と安全が確認された５大がん検診の
具体的な実施方法を定めたもの

※ 分母は実施市町村数

（第三期青森県がん対策推進計画）

◆弘前大学への委託事業
本県の医療分野の牽引役である弘前大学に、科学

的根拠に基づいた、死亡率減少をもたらすがん検診
の要綱の作成を委託する。

３ 関係機関への浸透

市町村がん検診巡回指導等により関係機関にお
ける要綱の浸透を図る。

委員会で提言された内容を踏まえつつ、令和４年
度以降も引き続き市町村が主体的にがん検診の運用
を適切に実施できるよう働きかけを進める。

がん検診の効果をより高めていく取組を講
じることで、がん死亡率の減少が期待される

２



「科学的根拠に基づくがん検診推進委員会（仮称）」について

県 弘前⼤学
③提言

①委託

②設置・検討

○ 適切ながん検診事業実施の拠りどころとすべき「要綱（仮称）」の作成
○ 要綱の遵守に当たっての課題抽出と必要な対策の検討
（要綱の浸透に向けて県・市町村・関係団体が進めるべき対策の検討）

「科学的根拠に基づくがん検診推進委員会（仮称）」

青森県総合健診センター等 委託契約を締結する医療機関
（県内約360医療機関）

医師会【集団検診機関】 【個別検診機関】

【検診事業実施主体】

がん死亡率の低下につながる「科学的根拠に基づく検診」の実施
①正しい選択（有効性が証明されている検診）
②正しい運用（精度管理による品質が保証された検診）
③受診率向上

市町村

・各主体における要綱の遵守
市町村における適切な事業設計と検診

機関における正しい検診の実施

・提言を踏まえた対策の推進

３



改善に向けた取組（弘大COI） 大原則！ 長期戦！

短命県返上のために！
長期戦・短期戦

生活習慣が悪い
（飲酒、喫煙、運動不足、塩分摂取過多、肥満・・・）

心疾患

脳血管疾患

腎疾患

糖尿病

生活習慣の改善だけでは不十分！

悪性新生物
（がん）

短期戦で効果 ！
がん検診

二次予防

一次予防
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